（Ｈ22年9月）

· 企業の採用がいまだに「新卒一括採用」なのはなぜ？
学生の就職戦線は、一昨年のリーマンショックを機に急激に景気が悪化したことにより、就職氷河期の再来といわれるほど惨憺たる状況です。読売新聞の調査によりますと、2009年度の卒業予定者と実際の卒業者の差（就職留年）が約79,000人にのぼり、そのほとんどが就職活動の不調が理由とみられています。また、国の調査では、就職が決まらないまま卒業している者が約31,000人と推計され、合計すると就職浪人の総数は約11万人に達することになります。
しかしながら、就職が決まらないとはいえ、「卒業できるのになぜ留年するの？」という素朴な疑問が生じてきます。それは、一旦卒業してしまうと就職活動では「新卒扱い」としてもらえず、非常に不利な状況になってしまうという事情があるからです。この点に関し、政府は8月30日に「新卒者雇用・特命チーム」を編成し、既卒者支援策として、卒業後3年間は企業の採用に新卒としての応募を可能にする方策や新卒扱いで採用した企業への奨励金の支給等を検討するなどして対応を図っています。
では、なぜそれほどまでに企業が「新卒一括採用」に固執するのか、という次なる疑問が生じてきます。そもそも「新卒一括採用」は、戦後、戦地からの大量の復員によって国内の労働市場が混乱したため、政府が職業安定法を制定してこれを沈静化しようとしたことに端を発します。雇用を全て国が管理・統制するようになったことで、学生に対し、国と学校が協力して在学中に就職先を斡旋する方式がとられました。企業側もこれに乗っかり、在学中の学生（新卒者）を4月1日付けで一括採用し、終身雇用を前提にまっさらな状態から教育を施し、独自の企業文化を植えつけることで一人前に育てるという流れが出来上がりました。つまり、「新卒一括採用」は終身雇用とセットで日本的雇用慣行を支えてきた制度なのです。それにもかかわらず、終身雇用が崩壊してしまった現在でも「新卒一括採用」を企業が残している理由は、通年採用と比較して単に採用コストを抑えるためだけなのかもしれません。しかし、これから益々激しくなる国際競争を勝ち抜くためにも、また、日本国内の空洞化に対応するためにも、より一層企業はグローバルな視点で経営することが求められ、そのための人材を獲得するためには常に採用の門戸を開けておくことが必要なのではないでしょうか。
ユニクロや楽天は、社内の会議を今後英語で行うと発表しました。賛否両論あるものの、企業は好むと好まざると国境という枠を超えた視点ですべての物事を考えなければならない時代に突入しました。日本の企業もいつまでも「新卒一括採用」にとらわれるのではなく、留学で真の語学力やコミュニケーション能力を身につけた学生や優秀な外国人を採用するなどして、人材の多様性を積極的に図ることが企業の生き残りにつながると確信します。　（工藤克己）
